
平成２５年
県民意識調査

満足群の割合 不満群の割合
満足群・不満群
の割合による
区　　　　　分

　※満足群・不満群の割合による区分
　　　Ⅰ：満足群の割合50%以上
　　　　　　かつ不満群の割合25%未満
　　　Ⅱ：「Ⅰ」及び「Ⅲ」以外
　　　Ⅲ：満足群の割合50%未満
　　　　　　かつ不満群の割合25%以上

(満足＋やや満足) (やや不満＋不満)

37.3% 30.7% Ⅲ

88件
(平成22年度) (平成25年度) (平成25年度) 71.6% (平成25年度)

2
被災地におけるコミュニティ再構築活動を行う団
体への助成件数（件）［累計］

0件 88件 63件
Ｃ

3,800戸
(25.3%)

(平成22年度) (平成25年度) (平成25年度) 35.6% (平成25年度)
1 災害公営住宅の整備戸数（戸）［累計］

0戸
(0%)

3,800戸
(25.3%)

1,351戸
(9.0%) Ｃ

達成率 (指標測定年度)

※決算（見込）額は再掲分含む

目標
指標
等

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」

　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

初期値 目標値 実績値 達成度 計画期間目標値

決算（見込）額
（千円）

年度
平成23年度
（決算額）

平成24年度
（決算額）

平成25年度
（決算（見込）額）

施策名 1 被災者の生活環境の確保
施策担当

部局

総務部，震災復興・
企画部，環境生活
部，保健福祉部，経
済商工観光部，農林
水産部，土木部，教
育庁

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 1 被災者の生活再建と生活環境の確保
評価担当

部局
（作成担当

課室）

県事業費 215,091,437 38,915,913 28,445,579

震災復興・企画部
（震災復興推進課）

【環境・生活・衛生・廃棄物】

平成26年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成25年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 1 施策 1

施策の方向

（「宮城の
将来ビジョン
・震災復興

実施計画」の
行動方針）

❶被災者の生活支援
◇　避難所や応急仮設住宅などで暮らす被災者の生活を支えるため，必要な物資の確保に努めるとともに，高齢者等
が安心して生活できるよう，介護・福祉サービスを提供する拠点（サポートセンター）の設置や，健康に関する相談・訪
問指導などを行う。
◇　市町村災害ボランティアセンターなどの運営支援をはじめ，被災者からの相談対応，生活資金の支援及び消費生
活情報の提供など，被災者の生活再建に向けた取組を進める。
◇　地域住民の生活交通を確保するため，被害を受けた離島航路，第三セクター鉄道及び路線バスにおける関連施
設の復旧支援や運行支援を行う。
❷被災者の住宅確保
◇　避難者の生活拠点を早急に確保するため，応急仮設住宅を２万２千戸建設するとともに，民間賃貸住宅や公営住
宅等も利用しながら必要な戸数を提供する。
◇　生活再建に向け恒久的な居住環境を確保するため，被災市町のまちづくり計画を踏まえ，災害公営住宅を中心と
する公的住宅供給を進める。
◇　災害公営住宅の建設に当たっては，用地確保を含めた民間事業者からの事業提案等の手法も活用するとともに，
民間賃貸住宅の借り上げや買取り等により早期の住宅供給に努める。
◇　被災者が住宅を再建する場合には，県産材による住宅等の新築支援のほか，住宅金融支援機構が行う災害復興
住宅融資等を活用し，被災者の住宅再建を支援する。
❸安全な住環境の確保
◇　被災者の安全な住環境を確保するため，被災した住宅の応急修理や被災した宅地・擁壁の復旧を支援する。
◇　応急仮設住宅の適正な維持管理や木造住宅等既存建物の耐震診断・耐震改修の促進を図る。
❹地域コミュニティの再構築
◇　地域におけるコミュニティの再構築を図るため，応急仮設住宅に住民同士の交流の場となるコミュニティスペースを
設けるほか，復興支援センターの設置や復興支援員の配置を図り，地域コミュニティの絆を深めるための幅広い支援を
継続して行う。
◇　地域の伝統文化行事の再開支援によるコミュニティの再生や地域力を醸成する新たなコミュニティづくりを支援す
る。

(指標測定年度) (指標測定年度) (指標測定年度)
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評価の視点：※

やや遅れている■　施策評価　（原案）

事業
の成
果等

社会
経済
情勢

県民
意識

目標
指標
等

評価の理由
・「災害公営住宅の整備戸数」について，平成25年度末時点で，県内21市町，166地区，10,220戸において事業着手し，うち18
市町，78地区，4,745戸について着工，9市町，27地区，1,351戸について工事が完了した一方で，造成工事における他事業と
の調整や住民の意向の変化に伴う計画の変更，資材やマンパワー不足などの理由により，整備戸数は目標値の35.6%となって
いる。
・「被災地におけるコミュニティ再構築活動を行う団体への助成件数」については，地域における住宅整備等の遅れに伴い，地
域コミュニティ活動の主体となる住民の多くが，未だに応急仮設住宅等で生活しており，コミュニティ再構築に向けた取組が低
調なため，目標値に達することができなかった。

・一部の地区で災害公営住宅等への入居が始まったものの，応急仮設住宅等で避難生活をしている被災者は約9万人いる（平
成26年3月31日現在 85,393人）。また，県外へ避難している被災者は，8,124人となっている（平成26年2月11日現在）。
・被災者の避難生活の長期化に伴い，被災者の生活再建に対する考えの変化も見られ，災害公営住宅等の整備戸数など，当
初計画の見直しが必要な市町もでている。
・復旧・復興事業などの公共土木工事が集中することにより，建設資材の不足や労働者不足による入札不調・工事期間の延期
など，事業の進捗に影響が生じている。
・被災地において支援活動を展開しているＮＰＯ等の団体においては，その活動資金を確保できず，支援活動を終了せざるを
得ない状況にあるところも多く，補助を求める声が多い。

・「➊被災者の生活支援」（12事業）「❷被災者の住宅確保」（11事業）「❸安全な住環境の確保」（6事業）「❹地域コミュニティの
再構築」（8事業）の全ての事業で成果が出ているが，「災害公営住宅整備事業」など，更なるスピードアップが求められる事業
や，「復興活動支援事業」など，地域コミュニティの再生に向けて更なる拡充が必要な事業もあり，施策の目的である「被災者の
生活環境の確保」という観点から判断すると，全体として「やや遅れている」と評価できる。

目標指標等，県民意識，社会経済情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策に期待される成果を発現させ
ることができたかという視点で，総合的に施策の成果を評価する。

施策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針
・沿岸市町を中心に，市町村における復興事業に従事するマンパ
ワー不足は引き続き大きな課題。

・応急仮設住宅等での避難生活の長期化が予想され，入居して
いる被災者の孤独死や生活不活発病の防止を図る必要がある。

・被災者の生活再建のためのきめ細やかな相談体制の確立に向
けた検討をする必要がある。

・県外避難者の所在とニーズを把握し，帰郷に向けた支援を行う
必要がある。

・被災市町が取り組む任期付職員採用募集に関する支援を行うと
ともに，国に対してより一層の人的支援等を求める。

・応急仮設住宅等に居住している方々が一日も早く恒久住宅に入
居できるよう，市町と連携を密にし，災害公営住宅の整備や安全
な住環境の整備に取り組む。

・恒久住宅への入居を急ぐ一方で，それまでの間の応急仮設住
宅等での生活を支援するため，サポートセンターで取り組む見守
り活動や生活や健康に関する相談のほか，コミュニティの構築・維
持に取り組む。

・県外避難者については，「県外避難者の帰郷支援に関する方
針」に基づき，避難者を受け入れている都道府県や団体等の協力
の下，市町村と連携して県外避難者のニーズの把握や情報紙や
ホームページ等を通しての地元の復興状況等の情報提供を図っ
ていく。

・県民意識調査の結果をみると，この施策に対する高重視群は，昨年度よりも下がったものの７1.3%で依然として高い一方で，
満足群は昨年度よりも下がっており，災害公営住宅の整備等，進捗の遅れが反映していると考えられ，取組の加速化を図る必
要性がある。
・平成25年9月に実施した県外避難者ニーズ調査によると，宮城県への帰郷を予定している世帯は25.3%，避難先に定住するが
35.7%，未定が36.2%，また，帰郷する上で必要な情報は，復興状況が62.2%と多く，次いで各種支援情報，災害公営住宅・集団
移転等が多くなっている。
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［ストック型の指標］

63 -実績値

-88

0 24 52

・県内で必要となる災害公営住宅15,000戸は，平成23年度から平成27年度まで
の5か年で整備することとしている。平成26年度末に完成する災害公営住宅は
8,800戸で，全体(15,000戸）の58.7%に当たる。目標値は，市町村ごとの整備目標
戸数等に基づいて算定したものである。

-

目標値

0戸
(0%)

0戸
(0%)

50戸
(0.3%)

災害公営住宅の完成戸数
（率）

1,351戸
(9.0%)

H25

評価対象年度 平成25年度 政策 1 施策

平成26年度政策評価・施策評価基本票

1

　■達成率（%）　　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

1

指標測定年度 H22 H23 H24

［ストック型の指標］

H26

災害公営住宅の整備戸数
（戸）［累計］

H26H25

-
0戸 300戸 3,800戸 8,800戸
(0%) (2.0%) (25.3%) (58.7%)

目標指標等の状況

実績値の
分析

・以下の要因により，進捗に遅れが生じている。
・地元との合意形成及び関連する造成工事（防災集団移転事業）との事業調整
等に時間を要するため。
・意向調査による入居意向の違いにより，計画の見直し等が発生したため。
・建設資材の不足や労働者不足による入札不調・工事期間の延期が発生したた
め。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

達成率 - - 16.7% 35.6%

目標値の
設定根拠

実績値 -

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H23 H24

H26

指標測定年度 H25
被災地におけるコミュニ
ティ再構築活動を行う団体
への助成件数（件）［累計］

達成率 - 96.0% 118.2%

目標値 - 25 44

被災地でコミュニティ再構
築活動を行う団体に県が
助成を行った件数

-H22 H23 H24

目標値の
設定根拠

・震災により特に被害の大きい沿岸部では長い間醸成されてきた地域コミュニティ
が崩壊したことから，地域コミュニティを再構築することが急務である。
・地域コミュニティの再構築には，地域活動の担い手不足の解消や活動継続の
ための支援が必要であり，これらの活動を行う団体への助成件数を目標指標と
し，各助成事業「復興活動支援事業（助成対象：復興応援隊）」，「新しい公共支
援基金事業（助成対象：「新しい公共」の担い手となるNPO等）」「無形民俗文化
財再生支援事業（助成対象：無形民俗文化財保持団体）」に基づいて目標値を
設定した。

実績値の
分析

・復興活動支援事業での助成件数：11件（8件）
復興応援隊の設置により，仮設住宅等で避難生活を送る方々への生活支援や
地域コミュニティの再構築支援，コミュニティビジネスの創出，観光振興など地域
が抱える課題やニーズに応じて住民が主体となって取り組んでいる活動を支援し
た。

・無形民俗文化財再生支援事業での助成件数：0件（2件）
平成24年度は神楽舞台の再建用具の整備を行ったが，平成25年度は事業の実
施ニーズはあるが，活動の母体となる地域コミュニティ自体の復興がまだ途中で
あるため，次年度以降に取り組まざるを得ない団体が多く，実績0件となった。

・新しい公共支援基金事業での助成件数：-件（42件）
※「新しい公共支援基金事業」の団体助成（補助事業）については，国の制度廃
止に伴い，平成24年度で終了となった。
※（　）は，H24実績（累計）である。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

71.6% -

2

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H23 H24 H25
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※ 沿岸部　：　沿岸15市町
内陸部　：　沿岸部以外の市町村

21.8%
28.1%

不満 8.8% 6.3%

38.6%
やや満足 37.6% 34.4%この

施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

8.1%
45.7%

4.2%

やや不満 不満群
の割合

25.2%
34.0%

分からない 20.3% 33.3%

調査回答者数 1,088 1,116

1,129

10.4%
13.1%

重要ではない 1.0% 2.7%

42.3%
70.2%

やや重要 26.2% 27.9%

内
　
陸
　
部

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

58.4%
84.6%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

5.9%
6.9%

分からない 8.5% 16.7%

調査回答者数 1,097

25.1%
34.2%

不満 15.3% 9.1%

35.8%
やや満足 36.8% 31.3%この

施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

7.0%
43.8%

4.5%

やや不満 不満群
の割合

24.5%
39.8%

分からない 16.4% 30.0%

調査回答者数 760 773

784

9.9%
12.1%

重要ではない 1.2% 2.2%

43.0%
73.1%

やや重要 25.9% 30.1%

沿
　
岸
　
部

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

59.6%
85.5%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

5.9%
7.1%

分からない 7.4% 14.8%

調査回答者数 768

23.3%
30.7%

不満 11.5% 7.4%

37.3%
やや満足 37.3% 32.9%この

施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

7.7%
45.0%

4.4%

やや不満 不満群
の割合

24.8%
36.3%

分からない 18.8% 32.0%

調査回答者数 1,856 1,916

1,873 1,946

重要ではない 1.1% 2.5%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

5.9%
7.0%

10.2%
12.7%

県民意識調査結果

調査実施年度
（調査名称）

平成24年度
（平成24年県民意識調査）

平成25年度
（平成25年県民意識調査）

平成  年度
（平成  年県民意識調査）

県
　
全
　
体

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

59.0%
85.0%

42.7%
71.3%

やや重要 26.0% 28.6%

分からない 8.1% 16.0%

調査回答者数

平成26年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成25年度 政策 1 施策 1
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事
業
番
号

事　業　名

施策 1

平成26年度政策評価・施策評価基本票

宮城県震災復興推進事業

評
価
番
号

平成25年度
決算見込額

（千円） 事業の状況

事業主体等 特記事項

評価対象年度 平成25年度 政策 1

➊
０２

被災者生活再建
支援金支給事業

-

1

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 1,595,767 - -

緊
急

総務部

関連：取組24 - 24,011,250

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

消防課
ビジョン

妥当
成果が
あった

－ 維持
H22 H23 H24 H25

縮小
H22 H23

・支給状況（H26.3.31現在）
   　　　災害弔慰金  災害障害見舞金
H23年度   10,302件　　　15件
H24年度      299件      10件
H25年度       36件       3件
　　 計   10,637件      28件

➊
０３

災害弔慰金・見
舞金給付事業

82,500

　震災により家族を失った被災者や障害を
負った被災者に対し，弔慰金・見舞金を給
付する。

2

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

691,062 82,500

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

震災援護室
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

H24 H25

4

1,588,240

関連：取組24 - 623,839 137,421 153,772

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

災害援護資金貸
付事業

　震災で家屋を失った被災者や世帯主が
負傷した被災者に対し，生活再建を支援す
るため，当面の生活資金を融資する。

ビジョン

➊
０６

緊
急

ビジョン

保健福祉部

5,485,298 1,588,240

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

震災援護室
H22

3

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

153,772
➊
０５

生活福祉資金貸
付事業（生活復
興支援体制強化
事業）

　震災による特例の生活福祉資金貸付事
業の実施に伴う，貸付相談体制や貸付債
権管理等の体制強化について，県社会福
祉協議会に対し，貸付相談員を市町村社
会福祉協議会へ配置する経費や貸付金の
債権回収にかかる事務経費等の補助を行
う。

・貸付体制・債権管理体制の強化を図るため，
県社会福祉協議会に対し，以下の補助を行っ
た。
　・貸付相談員の設置経費
　・債権管理にかかる経費
　・市町村社会福祉協議会への事務費　等

妥当
成果が
あった

H23概ね効率
的

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

社会福祉課 妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

維持

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

H24 H25

関連：取組24 - 8,604,231

・被災者からの申請に基づき，申請書の審査や
委託先への送付等，支援金支給に係る事務手
続きを行った。その結果，基礎支援金：2,425
件，加算支援金：7,598件が支給となった。（平
成26年3月31日現在）

　震災で居住する住宅が全壊するなど，生
活基盤に著しい被害を受けた世帯者に対
し，生活の再建を支援するため，被災者生
活再建支援法に基づき，生活再建支援金
を支給する。

・貸付状況（H26.3.31現在）
 （仙台市を除く，県決算ベース）
　　　H23年度　4,531件
　　　H24年度　2,917件
      H25年度    717件　　計　8,165件
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・市町村との共同で応急仮設住宅（プレハブ及
び民間賃貸借上住宅）入居者の健康健康調査
を実施し，支援を必要としている人を健康支援
事業につなげた。
・保健師等による仮設住宅集会所等での健康
相談や家庭訪問等を行う被災者支援に要する
経費を10市町に補助した。（「まちの保健室」を
含む。）

➊
１２

みやぎ被災者生
活支援事業

34,403

　被災者に生活再建等に関する支援制度
の情報を届けるため，被災者向けに支援情
報を集約した「みやぎ被災者生活支援ガイ
ドブック」を発行する。また，県外避難者の
帰郷に向けたニーズ調査の実施や，県外
避難者支援員の配置などにより，帰郷の一
助として，復興や支援情報等の帰郷に関す
る情報発信等を行う。

・「みやぎ被災者支援ガイドブック」を6万3千部
作成して，応急仮設住宅等の入居者等，約5万
1千世帯へ配布し，被災者がスムーズに相談で
きる体制づくりを図った。
・県外避難者の帰郷支援については，6月に県
外避難者支援員を2人，東京事務所に配置し，
県外避難者の約3割が暮らす首都圏における支
援体制を整えるとともに，受入自治体等で開催
される交流会等に参加して，避難者と直接面談
等による情報提供や相談援助を行った（交流会
への参加16回）。
・9月に県外避難者ニーズ調査を実施し，調査
結果を避難者支援に役立てるため，避難元の
市町や避難先自治体へ情報提供し，共有を図
るなど，避難生活の安定及び帰郷支援に係る連
携強化に努めた。

8

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 3,151 11,412 34,403

震災復興･企画
部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

震災復興推進課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

拡充
H22 H23 H24 H25

6

1①❹,2③❸
に再掲

➊
０８

地域支え合い体
制づくり事業（サ
ポートセンター
等整備事業）

2,262,980

　被災地域で高齢者等が安心して生活でき
るよう，地域の支え合い活動の立ち上げ支
援や，応急仮設住宅内等へのサポートセン
ターの設置・運営，避難所等における福祉
的ケアの実施・相談・生活支援等を行う。

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

ビジョン H22

➊
０９

高齢者生活援助
員派遣事業

11,821

　応急仮設住宅における高齢者等の見守り
支援体制について，災害公営住宅（シル
バーハウジング）においても継続的に実施
する。

・災害公営住宅入居後の支援体制等について
検討を行う市町に対する補助
　実施市町数：3市町
　事業費：11,821千円

1,578,609 2,262,980

H24

概ね効率
的

拡充
- - -

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

11,821

③効率性①必要性

H25H23

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
次年度の方向性

社会福祉課
長寿社会政策課

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
- -

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

5

関連：取組24

・仮設住宅サポートセンターの開設及び運営費
補助（13市町で61か所，総合相談・巡回訪問・
交流サロン実施補助）
・県サポートセンター支援事務所の開設及び運
営（市町ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの運営支援，ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
ｽﾀｯﾌ研修実施延べ約800人受講）など

②有効性

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24

保健福祉部

ビジョン H23 H24 H25H22
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

社会福祉課 妥当
ある程度
成果が
あった

7

- 46,545 106,098 81,360

2①❶に再掲

➊
１０

健康支援事業

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

健康推進課
医療整備課

ビジョン
妥当

成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

関連：取組20

81,360

　避難所，応急仮設住宅，在宅等の被災住
民に対して，健康状態の悪化を防止すると
ともに健康不安の解消を図るため，看護職
員による健康相談，訪問指導等を支援す
る。

422



保健福祉部

・応急仮設住宅入居状況（H26.3.31現在）
  プレハブ住宅      18,596戸 42,310人
　民間賃貸借上住宅　16,417戸 40,812人
　公営住宅等　       1,016戸  2,271人
　        計　　    36,029戸 85,393人

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

➊
１３

被災者生活支援
事業（離島航
路，阿武隈急
行，路線バス）

413,037

　震災により甚大な被害を受けた離島航路
事業者，第三セクター鉄道である阿武隈急
行（株），バス事業者に対し，旅客ターミナ
ルの復旧などの災害復旧事業に対する補
助や運行支援を行う。また，仮設住宅建設
地における住民バスの運行に対する支援
を行う。

・離島航路事業運営費補助　3航路
・離島航路事業経営安定資金貸付　2航路
・阿武隈急行（株）　緊急保全整備事業補助
・バス事業者運行費補助　14系統
・バス車両取得費補助　3台
・住民バス運行費補助　201系統9

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

取組24 - 471,192 410,968 413,037

緊
急

震災復興･企画
部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

総合交通対策課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

➊
１４

消費生活セン
ター機能充実事
業

220,265

　災害に便乗した悪質商法（点検商法やか
たり商法）から消費者を守り，被害の未然防
止・拡大防止を図るため，県消費生活セン
ターの相談・指導体制等の機能を拡充する
ほか，消費生活相談機能が喪失・低下した
市町村の相談対応機能の向上を支援す
る。

・消費生活相談員向け研修会の開催（5回，203
人）
・市町村消費生活相談員の新規配置（1町1村）

取組25 - 148,980 177,575 220,265

緊
急

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

消費生活・文化
課

ビジョン
妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

➊
１５

消費者啓発事業 954

　災害に便乗した悪質商法（点検商法やか
たり商法）などに関する情報提供に取り組
むとともに，学校，地域，家庭，職域その他
の様々な場を通じて消費生活に関する普
及啓発を行う。

・出前講座開催（39回，1,599人参加），高校教
員向け消費生活講座（28人参加）
・展示事業（あおば通地下道，県庁ロビーほか）
・情報提供事業（県政だより，センター情報誌，
一般情報誌，ホームページほか）

11

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

10

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組25 - 633 755 954

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

消費生活・文化
課

ビジョン
妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

維持
H22 H23 H24 H25

➊
１６

消費生活相談事
業

59,092

　消費生活センター及び県民サービスセン
ターにおいて，災害に便乗した悪質商法
（点検商法やかたり商法）などの消費生活
に関する相談業務を行う。

・消費生活センター及び県民サービスセンター
における相談受付（9,639件　速報値）。

12

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組25 - 60,661 32,014 59,092

13

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 164,144,078 25,726,556 15,554,221

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

消費生活・文化
課

ビジョン
妥当

ある程度
成果が
あった

概ね効率
的

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

震災援護室
ビジョン

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

❷
０１

応急仮設住宅確
保事業

15,554,221

　被災した県民が新しい住宅を確保するま
での間，被災者の生活拠点となる応急仮設
住宅等を確保する。
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❷
０２

　震災により甚大な被害を受けた被災者及
び入居期間が限られている応急仮設住宅
の入居者の生活拠点を確保するため，災
害公営住宅を整備する。

・県内21市町166地区10,220戸で災害公営住宅
の整備に着手しており，うち9市町27地区1,351
戸については工事が完了した。
・市町からの依頼に基づき，9市町26地区2,215
戸について，県が事業を受託して実施している
（H26.3月末現在累計）。14

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 13,000 600,605 3,107,364

土木部

災害公営住宅整
備事業

3,107,364

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

住宅課，復興住
宅整備室

ビジョン
妥当

成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
０３

被災施設再建支
援事業

350,877

　甚大な被害を受けた被災者及び被害地
域の復興と活性化を図るため，県産材の円
滑な供給システムを構築するとともに，被災
住宅等の復旧促進や，被災地の復旧にお
ける拠点施設建築，公共施設等の復旧及
び改修等に対して補助する。

・木造建築支援（1施設）
・住宅支援（501件，県産材使用量約7,000㎥）
※501件のうち329件(66%）が被災者
・優良みやぎ材製造支援（533㎥）
・県産材ストック施設整備支援（2棟）

概ね効率
的

拡充
H22 H23 H24 H25

15

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

※取組27
- 51,540 200,983 350,877

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4②❷に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

林業振興課 概ね妥当
ある程度
成果が
あった

❷
０４

既設公営住宅の
復旧事業

308,012

　震災で被害を受けた県営住宅について，
再入居できる環境を整えるため，被災箇所
の復旧整備を図る。

・1団地1棟の建替工事を完了した。

16

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 2,292,837 820,839 308,012

緊
急

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

住宅課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 廃止
H22 H23 H24 H25

❷
０７

県営住宅ストッ
ク総合改善事業
費

248,621

　「県営住宅ストック総合活用計画」に基づ
き，県営住宅における施設の長寿化と居住
性を高め，ストックの有効活用を図る。

・「県営住宅ストック総合活用計画」に基づき，県
営住宅13団地について，修繕のための設計や
工事を実施した。

関連：取組24 - 4,652 127,476 248,621

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

住宅課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
０８

県営住宅管理事
業費

2,211

　建築基準法の規定に基づき，新たに義務
付けられた定期点検における外壁全面打
診点検について，県営住宅で計画的に実
施する。

・県営住宅2団地の外壁全面打診調査を実施し
た。

18

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

17

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 7,665 14,766 2,211

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

住宅課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

次年度の方向性

住宅課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❷
０９

県営住宅リ
フォーム事業費

57,009

　「県営住宅ストック総合活用計画」に基づ
き，県営住宅のリフォーム事業を行い，ス
トックの有効活用を図る。

・「県営住宅ストック総合活用計画」に基づき，県
営住宅11団地について，修繕のための設計や
工事を実施した。

19

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 9,768 26,239 57,009

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性
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❷
１５

狭あい道路整備
等促進事業

❸
０１

-

　安全な住宅市街地の形成を図るため，市
町村が実施する狭あい道路の調査・測量
や安全性を確保するための整備費用等に
対して国が助成を行う。

23

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

-

　震災により被災を受けた宅地の復旧を促
進するため，国が事業主体（市町村）に対
し支援をする。

・塩竈市（3地区），白石市（2地区），亘理町（1地
区）の3市町6地区で事業完了。なお，利府町（1
地区）については，平成25年3月に事業完了済
み。

H22 H23 H24

関連：取組24 - - - -

H22 H23 H24 H25

・道路の築造，舗装，測量・調査，分筆・登記，
用地取得

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

建築宅地課
ビジョン

妥当

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

造成宅地滑動崩
落緊急対策事業

成果が
あった

－ 維持

関連：取組31 - - - -

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

建築宅地課
ビジョン

妥当
成果が
あった

H25
－ 廃止

24

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - - - -

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

住宅課
ビジョン

妥当
成果が
あった

－ 維持
H22 H23 H24 H25

❷
１１

住宅再建支援事
業（二重ローン
対策）

95,800

　二重ローンを抱えることとなる被災者の負
担軽減を図るため，既住宅債務を有する被
災者が，新たな借入により住宅を再建する
場合に，既住宅債務に係る利子に対して助
成を行う。

・平成24年1月23日から補助申請を受付開始。
・補助金交付実績
　　平成23年度：137件
　　平成24年度：313件
　　平成25年度：202件（平成26年3月末現在）21

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

20

非予算的手法 事業概要 平成25年度の実施状況・成果

❷
１０

災害公営住宅管
理の連絡調整

-

　住宅供給を効率的に推進するため，異な
る事業主体による災害公営住宅の管理，募
集，入居に関する情報を共有し，効率性の
高い住宅供給を図る。

・「復興住宅市町村連絡調整会議」等を通じ，入
居資格要件や家賃等に関する情報提供・意見
交換を行い，様々な問題点を市町と共有しなが
ら，災害公営住宅の管理のあり方について検討
を行った。
・6市町17団地276戸で入居が完了した（平成26
年3月末現在）。

関連：取組24 - 66,700 149,983 95,800

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

住宅課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

・相談マニュアルの作成，ＨＰでの公表

非予算的手法 事業概要 平成25年度の実施状況・成果

事業の分析結果

- - -

①必要性 ②有効性 ③効率性

-

　震災により甚大な被害を受けた被災者の
生活再建を図るため，住宅相談窓口を整
備し，住宅再建に係る多様な情報を提供す
る。

ある程度
成果が
あった

－ 廃止
H22 H23 H24 H25

住宅相談事業

土木部

建築宅地課
ビジョン

年度別決算（見込）額（千円）

❷
１４

22

関連：取組24 -

次年度の方向性

概ね妥当

425



❸
０３

特定鉱害復旧事
業

❸
０５

建築関係震災対
策事業

❸
０２

がけ地近接等危
険住宅移転事業

-

　がけ地の崩壊，津波等により，生命に危
険を及ぼすおそれのある危険な住宅を安
全な場所に移転する者に補助する事業主
体（市町村）に対し，その補助事業に要す
る経費を国が補助する。

・H26.2末時点の実績は，834戸（Ｈ24からの累
計は1,659戸）。

25

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組31 - - - -

緊
急

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

建築宅地課
ビジョン

妥当
成果が
あった

－ 維持
H22 H23 H24 H25

-

　震災により誘発された亜炭鉱陥没の被害
を受けた住宅・敷地及び農地等の復旧を
実施する団体に対し，必要な経費を補助す
る。

・引き続き県農業公社が復旧工事を行った。

26

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 297,095 132,239 -

緊
急

経済商工観光部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

産業立地推進課
ビジョン

妥当
成果が
あった

－ 維持
H22 H23 H24 H25

❸
０４

応急仮設住宅共
同施設維持管理
事業

655,780

　応急仮設住宅を適切に管理するため，関
係市町村等で組織する応急仮設住宅管理
推進協議会等に対し，共同利用施設の維
持管理等に要する経費を補助する。

・平成25年度補助対象
　　応急仮設住宅（プレハブ住宅）
　　　  406団地　22,095戸

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

27

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - 258,092 473,523 655,780

緊
急

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

震災援護室
ビジョン

妥当
成果が
あった

1,976

　地震災害から建築物を守るため，「宮城
県耐震改修促進計画」に基づき，建築物の
耐震診断・耐震改修の促進に係る普及啓
発を行うとともに，建築物や宅地の危険度
を判定する危険度判定士を養成する。

・宮城県建築物等地震対策推進協議会の活動
支援
・被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地
危険度判定士の養成

28

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組31 - 1,208 1,985 1,976

緊
急

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

建築宅地課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25

❸
０６

木造住宅等震災
対策事業

80,440

　県民の生命と財産の被害の軽減を図るた
め，倒壊の危険性が高いとされる昭和56年
5月以前に建てられた木造住宅等の耐震診
断・耐震改修及び避難所の耐震診断に対
し助成等を行い，耐震化を促進する。

・木造住宅耐震診断　 534件
・木造住宅耐震改修　 196件
・木造住宅等耐震相談業務　59件
・普及啓発用パンフレット作成　15,000部
・特定建築物耐震化アシスタント派遣　30件

29

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

取組31 - 100,288 97,093 80,440

緊
急

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）7②❶,7③❷
に再掲

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

建築宅地課
ビジョン

妥当
ある程度
成果が
あった

効率的 維持
H22 H23 H24 H25
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教育庁

❹
０３

・仮設住宅サポートセンターの開設及び運営費
補助（13市町で61か所，総合相談・巡回訪問・
交流サロン実施補助）
・県サポートセンター支援事務所の開設及び運
営（市町ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの運営支援，ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
ｽﾀｯﾌ研修実施延べ約800人受講）など

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

関連：取組24 - - 1,578,609 2,262,980

保健福祉部
1①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

社会福祉課
長寿社会政策課

ビジョン
妥当

成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22 H23 H24 H25

復興活動支援事
業

223,700

　住民が安心して暮らせる地域社会の実現
に向け，様々な主体と協調・連携し，被災
地域のコミュニティを再生するための支援
体制を整備するとともに，住民主体による地
域活動を支援し，住民同士の交流機会を
創出する。

・市町村や関係団体と連携し復興応援隊を11地
区で結成。それぞれの地域が抱える課題や
ニーズに応じて住民が主体となって取り組んで
いる活動を支援した。

31

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

30

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

❹
０２

地域支え合い体
制づくり事業（サ
ポートセンター
等整備事業）

2,262,980

　被災地域で高齢者等が安心して生活でき
るよう，地域の支え合い活動の立ち上げ支
援や，応急仮設住宅内等へのサポートセン
ターの設置・運営，避難所等における福祉
的ケアの実施・相談・生活支援等を行う。

関連：取組24 - - 95,602 223,700

震災復興･企画
部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

2③❸に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地域復興支援課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 拡充
H22 H23 H24 H25

❹
０４

みやぎ地域復興
支援事業

218,600

　被災者自らが自立した生活を取り戻すた
めに行っている活動及び多様な被災者の
ニーズに応える支援を行っているボランティ
アやＮＰＯ等支援団体の支援活動の継続
のための資金を助成することにより，被災者
が安心して生活できる環境を早期に確保す
る。

・地域の復興から将来的な地域振興に繋がるよ
うな事業，新たな地域コミュニティづくり及び県
外避難者の帰郷支援に資する事業を実施する
54団体に助成し，活動を支援した。
・助成団体への会計指導を実施。

32

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - - - 218,600

震災復興･企画
部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

2③❸に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地域復興支援課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 拡充
H22 H23 H24 H25

❹
０５

被災地域交流拠
点施設整備事業

280,191

　地域コミュニティの再構築，住民主体の地
域活動の活性化及び地域防災力の向上を
図るため，震災により甚大な被害を受けた
沿岸市町を対象として，集会所等の住民交
流拠点施設の整備及び同施設を活用した
住民活動に対して補助する。

・3市2町に対し補助し，11施設が整備された。

33

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組24 - - - 280,191

震災復興･企画
部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

2③❸に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地域復興支援課
ビジョン

妥当
成果が
あった

効率的 拡充
H22 H23 H24 H25

❹
０６

無形民俗文化財
再生支援事業

-

・本年度は実施する団体がなかった。事業への
希望はあるが，母体となるコミュニティそのものの
復興がまだ途中であることから，次年度以降に
事業化を繰り延べする団体もあった。そのため
次年度の事業化をめざし継続的な支援を行っ
た。

34

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

関連：取組23 - 399 530 -

6③❷に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

文化財保護課
ビジョン

概ね妥当
ある程度
成果が
あった

－ 縮小
H22 H23 H24 H25

　震災で活動母体のコミュニティが失われ
たり，用具が流出・損傷したりして，活動の
継続が困難になった地域の祭礼行事や民
俗芸能等の無形民俗文化財保持団体に対
して，行事や芸能の再開を促すとともに，伝
統文化の実施を通したコミュニティ再生の
一助とするために，用具等の備品の整備を
支援する。
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❹
０７

震災復興担い手
ＮＰＯ等支援事
業

❹
０８

環境生活部

新しい公共支援
基金事業

H24

3,715 4,717

ビジョン

2③❸に再掲 ①必要性

1,460

　被災地域における災害復興等のための
活動を後押しするため，「新しい公共」の担
い手となるＮＰＯ等（特定非営利活動法人，
公益法人，社会福祉法人，学校法人，任
意団体及び地縁組織等の非営利団体）の
自立的活動の支援を行う。

・支援事業（委託事業及び補助事業）は，国の
制度廃止に伴い，平成24年度で終了。
・平成25年度は，平成23年度及び平成24年度
に実施された補助事業の成果に係る報告会，
公表のための冊子・ＤＶＤの作成等を行った。

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

事業の分析結果

①必要性

次年度の方向性

国際経済・交流
課

決算（見込）額計 28,445,579

決算（見込）額計（再掲分除き） 26,182,599

H23

37

多文化共生推進
事業

❹
０９

・みやぎ外国人相談センターの設置（6言語での
相談対応。相談件数(12月末現在）190件）
・災害時通訳ボランティアの募集，研修会の開
催
・多文化共生シンポジウムの開催
・多文化共生研修会の開催
・多文化共生社会推進審議会の開催
・多文化共生社会推進連絡会議の開催

経済商工観光部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

H25

取組26 - 5,397

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

共同参画社会推
進課

H23 H24 H25

関連：基礎的
取組

- - -

4,717

　国籍や民族等の違いにかかわらず，県民
すべての人権が尊重され，だれもが社会参
加できる「多文化共生社会」の形成を目指
し，日本人と外国人の間に立ちはだかる
「意識の壁」，「言葉の壁」，「生活の壁」を
解消することにより，自立と社会参加を促進
するとともに，災害時の緊急時においても
外国人の生活の安全・安心を図る。

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性

概ね効率
的

維持
H22

環境生活部

妥当
成果が
あった

概ね効率
的

維持
H22

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

36

事業概要 平成25年度の実施状況・成果

83,196

　民の力を生かした被災地の復興や被災
者の生活支援等を促進するため，震災復
興の担い手となるＮＰＯ等による自主的・継
続的な復興支援活動を支援する。

・NPO等の基礎的能力の向上及び活動基盤の
整備のため，専門家による研修会等を実施（委
託事業：4件）
・支援活動の実践を通じたNPO等の運営力強
化に資する取組に対する助成を実施（補助事
業：8件）

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

成果が
あった

概ね効率
的

廃止
H22 H25

基礎的取組 -

83,196

H24

76,462 326,364 1,460
妥当

35

共同参画社会推
進課

H23

妥当
成果が
あった
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